
科学技術・学術審議会基礎基盤研究部会での主な審議事項（案）

１．戦略的な基礎研究及び複数領域に横断的に活用可能な基盤的研究開発の推進について

【関連する施策】
○ 戦略的創造研究推進事業
トップダウンで定めた戦略目標・研究領域において、大学等の研究者から提案を募り、組織・分野の枠を超えた時限的な研究体制（ネット
ワーク型研究所）を構築し、イノベーション指向の戦略的な基礎研究を推進するとともに、有望な成果について研究を加速・深化。
○ 未来社会創造事業
社会・産業ニーズを踏まえ、経済・社会的にインパクトのあるターゲット（出口）を明確に見据えた技術的にチャレンジングな目標を設定
し、戦略創造研究推進事業や科学研究助成事業等の有望な成果の活用を通じて、実用化が可能かどうか見極められる段階（概念実証：
POC）を目指した研究開発を実施。

【当面の検討事項】
★ 戦略的な基礎研究及び基盤的な研究開発における研究開発テーマをどのように設定していくか

２．先端的な研究基盤その他の科学技術に関する研究環境の整備・高度化・利用について

【関連する施策】
○ 世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）
国際的な頭脳獲得競争の中で、優れた頭脳が世界中から集ってくる“国際頭脳循環のハブ”となる研究拠点の構築が必須。大学等への集中的
な支援により、システム改革の導入等の自主的な取り組みを促し、優れた研究環境と高い研究水準を誇る「目に見える拠点」を形成。
※基礎科学力の強化に関するタスクフォース等のとりまとめを踏まえ、これまで得られた拠点形成のノウハウを活用し、小規模ではあって
も特定の研究分野で卓越した研究力を有し、世界と競争できる研究拠点形成についても検討。

【当面の検討事項】
★ 世界トップレベル研究拠点プログラムをどのように運営していくか
★ 研究力強化に向けた研究拠点整備をどのように進めていくか

【関連する施策】
○ 先端研究基盤共用促進事業
競争的研究費改革と連携し、研究組織のマネジメントと一体となった研究設備・機器の整備運営の早期確立により、研究開発と共用の好循
環を実現する新たな共用システムの導入を加速するとともに、産学官が共用可能な研究施設・設備等における施設間のネットワークを構築
する共用プラットフォームを形成することにより、世界最高水準の研究開発基盤の維持・高度化を図る。
○ 先端計測分析技術・機器開発プログラム（継続分）
我が国将来の創造的・独創的な研究基盤を強化するため、新しいサイエンスの潮流を創出するオンリーワン・ナンバーワンの革新的な計測
分析技術・機器・システムを開発

【当面の検討事項】
★ 研究施設・設備の整備・共用や共通基盤技術の開発・高度化をどのように進めていくか

資料３－１
科学技術・学術審議会

基礎基盤研究部会（第１回）
平成２９年７月５日

研究基盤整備・高度化委員会（仮称）での審議事項



戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出）
※国立研究開発法人科学技術振興機構の運営費交付金事業

トップダウンで定めた戦略目標・研究領域において、大学等の研究者から提案を募り、組織・分野の枠を超えた時限的な研究体制（ネットワーク型
研究所）を構築して、イノベーション指向の戦略的な基礎研究を推進するとともに、有望な成果について研究を加速・深化する。

概要

１．文科省において、科学的な価値と社会経済的な価値の創造が両立可能な戦略目標を、客観的根拠を元にトップダウンで策定。

２．「ものになるか」というイノベーション指向の目で優れた基礎研究を採択。単なる実績主義・合議制では採択されない可能性もある、
挑戦的でリスクは高いがイノベーティブな研究課題を採択
※ピアレビューをベースとしつつ、最終的には研究総括（プログラムオフィサー:ＰＯ）が採択を決定（研究総括に責任と裁量）

３．研究者に対して、イノベーション創出に向けて、従来の発想･流れに囚われない研究を奨励

４．きめ細かな研究進捗の把握と有望な研究をイノベーション指向に伸ばすためのケアを実施

事業の特徴

・研究総括の研究マネジメントの下、目標を共有し研究を推進
・全体で年約200件を採択（優れた研究者による高い競争性）、年約900件の研究課題を支援

【イノベーション指向のマネジメントによる先端研究の加速・深化プログラム（ACCEL） 】
・有望な研究成果について、イノベーション指向のマネジメントによって加速・深化

未来のイノベーションの芽を育む個人型研究。
●研究期間 ３年半
●研究費（直接経費）
１人あたり総額 ３～４千万円程度

インパクトの大きなシーズを創出するための
チーム型研究。
●研究期間 ５年半
●研究費（直接経費）
１チームあたり総額 １.５～５億円程度

個人研究者の
公募・選定

領域会議

研究チームの
公募・選定

研究総括

【ＣＲＥＳＴ】 【さきがけ】 【ＥＲＡＴＯ】

研 究 領 域 研究プロジェクト

個人研究者

研究総括

研 究 領 域

アドバイザー

研究
グループ

研究
代表者

研究者

〈研究チーム〉

独創的な研究を、卓越したリーダ－（研究総括）
のもとに展開。
●研究期間 ５年程度
●研究費（直接経費）
１プロジェクトあたり総額１２億円程度を上限

研究総括
アドバイザー

研究主監会議研究主監会議 卓越した人物を研究総括として選抜研究領域の選定、研究総括の選任

戦略目標

文 部 科 学 省

平成２９年度予算額 ：45,821百万円
（平成２８年度予算額 ：46,667百万円）※運営費交付金中の推計額

※新規採択分は他事業と整理・統合し、「未来社会創造事業」として計上。



未来社会創造事業 （ハイリスク・ハイインパクトな研究開発の推進）
平成29年度予算額
3,000百万円（新規） ※運営費交付金中の推計額

⃝ 知識や価値の創出プロセスが大きく変貌し、経済や社会の在り方、産業構造が急速に
変化する大変革時代が到来。次々に生み出される新しい知識やアイディアが、組織や国
の競争力を大きく左右し、いわゆるゲームチェンジが頻繁に起こることが想定。

⃝ 過去の延長線上からは想定できないような価値やサービスを創出し、経済や社会に変
革を起こしていくため、新しい試みに果敢に挑戦し、非連続なイノベーションを積極的に
生み出すハイリスク・ハイインパクトな研究開発が急務。

⃝ 第5期科学技術基本計画で未来社会の姿として提示されたSociety5.0の実現にも貢献

背景・課題

事業概要

【事業の目的・目標】

【事業概要・イメージ】

社会・産業ニーズを踏まえ、経済・社会的にインパクトのあるターゲッ
ト（ハイインパクト）を明確に見据えた技術的にチャレンジングな目標
（ハイリスク）を設定し、民間投資を誘発しつつ、戦略的創造研究推
進事業や科学研究費助成事業等から創出された多様な研究成果を
活用して、実用化が可能かどうかを見極められる段階（概念実証：
POC）を目指した研究開発を実施

○ 探索加速型では、国が定める重点公募テーマの設定に当たっ
ての領域を踏まえ、ＪＳＴが情報分析及び公募等によりテーマを設定。
戦略的創造研究推進事業や科学研究費助成事業等から創出され
た多様な研究成果を活用して、斬新なアイデアを絶え間なく取り入
れる仕組みを導入した研究開発を行う

○ 大規模プロジェクト型では、科学技術イノベーションに関する情
報を収集・分析し、現在の技術体系を変え、将来の基盤技術となる
技術テーマを国が特定し、当該技術に係る研究開発に集中的に投
資する

【これまでの成果】

【事業スキーム】

【成長戦略等における記載】
※各国ともハイリスク・ハ
イインパクトな研究開発を
重視

ＥＵ：Horizon 2020におい
て約27億ユーロ

（約3,100億円）/７年

米国：DARPAにおいて

約30億ドル（約3,000億
円）/年 等

⃝ 第5期科学技術基本計画において『国は、

各府省の研究開発プロジェクトにおいて、挑
戦的（チャレンジング）な研究開発の推進に
適した手法を普及拡大する』としている。

⃝ イノベーション総合戦略2017においては
『Society5.0の実現に向け、政府、産業界及

び学術界が互いの活動を真に連携させ、国
民参加の下で推進していく』としている。

• 超スマート社会の実現
• 持続可能な社会の実現
• 世界一の安全・安心社
会の実現

• 地球規模課題である低
炭素社会の実現

文部科学省

＜探索加速型＞

技術テーマ①
技術テーマ②
技術テーマ③

・
・

重点公募テーマの設定に
当たっての領域、技術
テーマの決定

＜探索加速型＞

探索研究
(３年程度、
２千万円程度/年)

本格研究
(５年程度、最大４億円程度/年)

スモールスタート
ステージゲート

科学技術振興機構（ＪＳＴ）

重点公募テーマ・・・

重点公募テーマ②

・重点公募テーマの設定
・重点公募テーマ、技術テーマに基づく研究開発課題および
研究開発代表者（PL、PM）の選定
・進捗状況把握、評価、研究課題統合・絞込み 等

ステージゲート

技術実証研究（１０年）
（１～３年目、
６億円程度/年）

（４～１０年目、
最大８億円程度/年）

○ 研究開発マネジメントの特徴：

• 斬新なアイデアの取り込み、事業化へのジャンプアップ等を柔軟かつ迅速に実施可能とする

• スモールスタートで、多くの斬新なアイデアを取り入れ

• ステージゲートによる最適な課題編成・集中投資を行い、成功へのインセンティブを高める

• テーマの選定段階から産業界が参画するとともに、研究途上の段階でも積極的な橋渡しを図
る（大規模プロジェクト型は、研究途上から企業の費用負担、民間投資の誘発を図る）

○ 平成29年度の重点公募テーマ（探索加速型）策定にあ
たって、テーマ提案募集を実施。企業・団体・大学・一般から、
１，０００件を超える提案が寄せられ、その提案に基づき、外部
有識者等との議論を重ね、５つの重点公募テーマを決定

※国立研究開発法人科学技術振興機構の運営費交付金事業



世界トップレベル研究拠点プログラム
（WPI : World Premier International Research Center Initiative）

○ 国際的な頭脳獲得競争の激化の中で我が国が生き抜くためには、優れた頭脳が世界中から集ってくる”国際頭脳循環のハブ”となる研究拠点の構築が必須。
○ 大学等への集中的な支援により、システム改革の導入等の自主的な取組を促し、優れた研究環境と高い研究水準を誇る「目に見える拠点」を形成。
○ 平成28年度で、初回に採択された５拠点のうち、４拠点への補助金支援が終了することを受け、平成29年度には新規2拠点の公募を行う。
○ 補助金終了後のWPI拠点をはじめとする日本トップレベルの拠点をネットワーク化し、それらの持つ経験・ノウハウを展開することで全国的な基礎研究力の強化につなげ

る新たな枠組みとして”WPIアカデミー”を立ち上げる。

○ 対象：基礎研究分野
○ 支援規模：13～14億円程度/年×10年（平成19、22年度採択拠点）

～7億円/年×10年（平成24年度採択拠点）
～7億円/年×最長10年（平成29年度新規採択）

○ ノーベル賞受賞者や著名外国人研究者で構成されるプログラム委員会
による丁寧かつきめ細やかな進捗管理。

WPI拠点の成果

平成２９年度予算額 ： 6,001百万円
（平成２８年度予算額 ： 9,441百万円）

（参考）質の高い論文の輩出割合※

※機関（先行5拠点）から出た論文
のうち、他の研究者から引用される
回数（被引用数）が多い上位1％に
ランクインする論文の割合。

（トムソンロイター社調べ（2007年～2013年））

・世界のトップ機関と同等以上の卓越した研究成果。
・平均で研究者の40%以上が外国人。
・世界最高水準の基礎研究の集積と国際的な研究ネットワークを構築。
・民間企業や財団等から大型の寄付金・支援金を獲得。

例：大阪大学IFReCと製薬企業の包括連携契約（100億円/10年）

○ 総勢100～200人程度あるいはそれ以上。（平成24、29年度採択拠点は70人～）

○ 世界トップレベルのPI10～20人程度あるいはそれ以上（平成24、29年度採択拠点は7人～）

○ 研究者のうち、常に30％以上が外国人。

○ 事務・研究支援体制まで、すべて英語が標準の環境。

概要

拠点のイメージ 支援内容等

※平成19年度採択拠点は”World Premier Status”を達成。（赤線）
※平成29年度以降は5拠点にt対して補助金支援を継続。（青線）

同時達成により
トップレベル拠点を構築

世界最高水準の研究
-Science-

国際的な研究環境の実現
-Globalization-

研究組織の改革
-Reform-

融合領域の創出
-Fusion-

物質・材料研究機構 MANA

九州大学 I2CNER
（平成22 年度採択）

（平成19年度採択）

京都大学 iCeMS
（平成19年度採択）

拠点長： 北川 進

拠点長： Petros Sofronis

名古屋大学 ITbM
（平成24 年度採択）

拠点長：伊丹 健一郎

東京工業大学 ELSI
（平成24 年度採択）

拠点長：廣瀬 敬

東京大学 Kavli IPMU
（平成19年度採択）

拠点長：村山 斉

筑波大学 IIIS
（平成24 年度採択）

拠点長： 柳沢 正史

拠点長： 青野 正和

東北大学 AIMR
（平成19年度採択）

拠点長： 小谷 元子

大阪大学 IFReC
（平成19年度採択）

拠点長：審良 静男

研究分野：合成化学×
動植物科学×計算科学

研究分野：神経科学×

細胞生物学×生化学 等

研究分野：地球惑星科学×生命科学

研究分野：ﾏﾃﾘｱﾙ･ﾅﾉｱｰｷﾃｸﾄﾆｸｽ

（材料科学×化学×物理学）

研究分野：数学×材料科学 等

研究分野：物質-細胞統合科学
（化学×物理学×細胞生物学）

研究分野：免疫学×
画像化技術×生体情報学

研究分野：数学×物理学×天文学

研究分野：工学×
触媒化学×材料科学 等



先端研究基盤共用促進事業
平成29年度予算額
1,524百万円（1,064百万円）

⃝ 我が国が持続的にイノベーションを創出し成長していくには研究開発活動を支える最先端の研究施設・設備の整備・共用化が必要。

⃝ 第五期科学技術基本計画、経済・財政再生アクション・プログラム等において研究施設・設備等の共用を促進することが強く求められている。

支援対象期間：大学、国立研究開発法人等

事業規模：約6千万円／ＰＦ・年（共用プラットフォーム）
約3千万円／組織・年（新たな共用システム）

事業期間：平成28年度～平成33年度

※共用プラットフォーム、原則5年間。新たな共用システム、原則3年間。

背景・課題

事業概要

【事業の目的・目標】 【事業概要・イメージ】

【これまでの成果】

国 大学・国立研究開発法人大学・国立研究開発法人
委託

【事業スキーム】

【成長戦略等における記載】

人材育成民間活力の導入共通基盤技術の開発

研究設備・機器の共用化による効果
～研究開発と共用の好循環の実現～

共用プラットフォーム

・共用機器化による保守費・
設備費・スペース利用の
効率化

・研究者の研究時間増大

・専門スタッフのスキル
向上・キャリア形成

・若手研究者や海外・他機関
から移籍してきた研究者の
速やかな研究体制構築

（スタートアップ支援）
・産学官連携の強化

・分野融合・新興領域の拡大

・試作機の導入・利用による
技術の高度化、市場創出

・ノウハウ・データ共有

SPring-8, SACLA, J-
PARC, 「京」

最先端大型研究施設の
整備・共用

新たな共用システム導入の推進
（研究組織による共用）・短期滞在者の利便性向上

国際共同研究の増加
海外研究者による評判向上
（大学ランキングアップ）
論文引用度の向上

競争的研究費改革と連携し、研究組織のマネジメントと一体と

なった研究設備・機器の整備運営の早期確立により、研究開発と

共用の好循環を実現する新たな共用システムの導入を加速すると

ともに、産学官が共用可能な研究施設・設備等における施設間の

ネットワークを構築する共用プラットフォームを形成することに

より、世界最高水準の研究開発基盤の維持・高度化を図る。

＜未来投資戦略2017＞
産学官連携を支える先端的な放射光施設等の研究施設・設備の共用ネットワークを推進・構築する

とともに、来年度末までに研究組織内共用システムを70組織を目指して展開する。

研究室A

研究組織内共用システム

研究室B

研究室C

共用プラットフォーム形成支援プログラム 4億円(4億円)

新たな共用システム導入支援プログラム 10億円(6億円)

平成29年度までに6プラットフォーム及び47研究組織の共用システムを採択し、

委託研究を開始。平成28年度は技術支援人材の配置、ワンストップサービス

及び研究設備・機器の再配置・更新再生等の実施。利用者・利用対象範囲が

拡大し、イノベーションに資する研究成果が創出されつつある。

産官学が共用可能な研究施設・設備を保有する研究機関間のネットワークを

構築する「共用プラットフォーム」の形成を支援する。

各研究室等で分散管理されている研究設備・機器群を一つのマネジメントの

下で運営する共用システムの導入を支援する。



先端計測分析技術・機器開発プログラム
平成29年度予算額
1,276百万円（1,554百万円） ※運営費交付金中の推計額

○ 第２期科学技術基本計画において、先端機器等の戦略的体系的な整備の促進が明記(H13.3)

○ 島津製作所の田中耕一氏が先端計測分析技術に関するノーベル化学賞を受賞(H14)

○ 田中耕一氏、野依良治氏の両ノーベル賞受賞者、吉川弘之日本学術会議会長などの学術関係者、及び機械・電気・化学など産業界の研究開発担当役員等に
より、我が国の研究開発活動における先端計測分析技術や機器に関する海外依存度が高いこと、基礎的学術研究のかなりの部分が海外製品の購入に充てら
れていることに対する危機感を表明。このような状況を踏まえ、文部科学省において「先端計測分析技術・機器開発に関する検討会」を設置。(H15)

○ 世界最先端の研究者ニーズに答えられる我が国発の「世界のオンリーワン」、「世界のナンバーワン」となる「計測分析技術」と「計測分析機器・システム」を開発
することを目的として「先端計測分析技術・機器開発プログラム」が発足(H16)

支援対象期間：
大学、国立研究開発法人及び民間企業等
（産と学・官との共同研究開発体制が要件）

事業規模：
約2千万円／課題・年（要素技術タイプ）
約5千万円／課題・年（先端機器開発タイプ）

事業期間：平成１６年度～平成３２年度
各課題実施期間

原則4年（要素技術タイプ）
原則6年（先端機器開発タイプ）

背景・課題

事業概要

【事業の目的・目標】

【事業概要・イメージ】

○ 我が国将来の創造的・独創的な研究基盤を強化するため、新しいサイエンスの潮流を創出するオンリーワン・ナンバーワンの革新的な計測分析技術・機器・システムを
開発することを目的とする。

○ 計測分析を行う現場等でのニーズが明確（将来的にユーザーとなることが想定される者との連携体制が開発段階から十分に構築されている）であり、先行して市場を
形成している既存の機器に対する優位性が明確（既存の機器との比較が詳細に行われ、開発戦略が十分に検討されている）である技術・機器・システムの開発に投資。

○ 戦略創造研究推進事業等他のJST事業研究と連携する機器を優先的に開発することにより、開発途中の最新の機器を研究者（ユーザー）が使用できるようにすると
ともに、最先端の研究者（ユーザー）からフィードバックを受けながら機器開発を進める。

運営費
交付金

国 JST
大学・国立研究開発
法人・民間企業等
大学・国立研究開発
法人・民間企業等

中核機関に委託
（参画機関は再委託）

【事業スキーム】

他
事
業
や
大
学
の
研
究
現
場
で
活
用

上
市
・
普
及
促
進
、
海
外
輸
出

【体制】
産学連携により要素技術開発から

実証までの研究開発を、開発総括
体制の支援により推進

【特徴】
最先端の計測技術の開発時には

最先端の学術的知見が必要であり、
JST戦略的創造研究推進事業と
連携することにより、最先端の研究
ニーズに基づいた機器開発、最先
端の研究成果の創出に貢献
併せて、産学連携の横断的体制

による研究開発により、計測機器産
業の強化とともに、国内産業基盤の
競争力向上にも波及効果がある。

JST先端計測分析技術・機器開発プログラム

エアロゾル複合分析計
自治体との共同開発
自治体での成果活用

他機関へ成果を
橋渡しし我が国の
産業競争力を強化

国内外の市場獲得

新しいサイエンスの
潮流を創出

最先端の研究
開発現場で活用

成果展開

文科省

成果例①実施方針

JST

科学技術・学術審議会
基礎基盤研究部会
研究基盤整備・高度化

委員会 超臨界流体抽出分離装置
世界最大の分析機器展で
金賞を受賞(2015)

【これまでの成果】

成果例②

※国立研究開発法人科学技術振興機構の運営費交付金事業


